
一般社団法人 

日本子ども虐待医学会	

	

学術集会における利益相反の開示に関する指針	

	

２０１７年４月２１日 

	

１	 目的	

	 本指針は、当学会の主催する学術集会において公表される研究に関し、研究者及び発表者

の利益相反状況の開示について指針を定め、もって研究の公正かつ倫理性を確保することを

目的とする。	

	

２	 定義	

	 本指針において「利益相反」（Conflict of Interest、COI と略す）とは、当学会の主催する

学術集会において公表しようとする特定の研究について、当該研究を行う研究者（共同研究

者を含むが、単に研究に協力する者を含まない。）及びその発表者が、過去 1 年間当該研究

に関係する事業者から経済的利益を得ていること、若しくはかかる事業者と経済的利益を共

有していることをいう。	

	

３	 学術集会における発表等	

（１）当学会の主催する学術集会において研究を公表しようとする研究者及び発表者（以下、

研究者等という。）は、様式１の申告書に定める事項を、当該学術集会の大会長（以下、

大会長という。）に対し、その定める期限及び方法に従って提出しなければならない。	

（２）大会長は様式１の申告書を提出した研究者等に対し、質問をし、必要な修正を求める

ことができる。	

（３）大会長は、研究者等に利益相反関係があると認めるときは、当該研究者等に対し、当

該研究の発表にあたり、大会長が適当と認める方法で、利益相反関係にあることを開示

するよう求めることができる。	

（４）大会長は、（１）～（３）の義務に違反し、又は大会長の求めに応じない研究者等に

対し、学術集会における発表をさせないことができる。	

	

４	 COI委員会の関与	

	 大会長は、研究者等に利益相反関係があると認めるときは、当学会の設置する COI委員会

に意見を聴くことができる。	

	

５	 発表者等の説明義務 

	 当学会の主催する学術集会において発表された研究の研究者等は、当該研究に関し適法性

又は倫理性にかかる問題が生じたときは、当学会及び関係者に対し誠実に説明をする義務を

負う。	



６	 留意事項	

（１）研究者等は、研究及びその発表にあたり、利益相反（COI）があるときは、積極的に

それを開示する義務を負う。	

（２）研究者等は、本指針の定める事項をすべて遵守したとしても、常に法律上または倫理

上の責任を免れるものではないことに留意する。	

	

７	 施行時期	

	 本指針は、２０１７年４月２１日から施行する。	

	

	 	



 

演題応募時に申告する利益相反事項 

 

ア 当該事業者の役員・顧問職については、1 つの企業・団体からの報酬が年間 100 万円以上 

イ 当該事業者の株式については、1 つの企業から得られる利益（配当・売却益の総和）が年

間 100 万円以上 

ウ 当該事業者から受ける特許権使用料については，1 つの特許権使用料が年間 100 万円以上 

エ コンサルタント料・講演料については、１つの企業・団体からの報酬が年間 50 万円以上 

オ 原稿料については、1 つの企業・団体からの報酬が年間 50 万円以上 

カ 研究費については、1 つの臨床研究に対して支払われた研究費が年間 200 万円以上 

キ 旅行・贈答品などが年間 5 万円以上 

ク 企業・団体からの寄付によって開設された寄付講座に従事している。 

ケ その他、上記ア～クに準ずる利益相反がある。 

  



様式 1 

学術集会 利益相反自己申告書 

一般社団法人 日本子ども虐待医学会 

 

筆頭演者として、日本子ども虐待医学会 学術集会における利益相反の開示

に関する指針に基づき、下記発表に関連する過去１年間の企業や営利団体

との利益相反状態を共同演者に関するものも含めて申告いたします。 

 

演題名：                                    

 

                                        

 

氏 名：                                    

 

所 属：                                    

 

申告日：令和  年  月  日 

 

 
著者全員の氏名 

（自署） 

 

申告者または配
偶者、一親等以
内の親族、財産
を共有する者の

利益相反 

役員 
・ 

顧問職 

株式 

利益 

特許権
使用料 

ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ料･
講演料 

原稿料
など 

研究費
など 

旅行・ 
贈答品 
など 

 

寄付講座 

100 万円 
以上 

100 万円
以上 

100 万円
以上 

50 万円 
以上 

50 万円 
以上 

200 万円 
以上 

5 万円 
以上 

企業団体名
および 

寄付講座名 

(例)投稿太郎 ○有 ・ 無     ○    

(例)投稿花子 ○有 ・ 無        
○○○製薬 
子ども虐待講座 

 有 ・ 無         

 有 ・ 無         

 有 ・ 無         

 有 ・ 無         

 有 ・ 無         

 有 ・ 無         

 有 ・ 無         

 有 ・ 無         

 有 ・ 無         

 



利益相反の開示に関するＱ＆Ａ	

	

Ｑ１：他の２名と共同で、学術集会で発表をする予定ですが、各人が提出する必要があります

か。	

Ａ１：代表者１名が、他の発表者に関する事項も記載の上、提出すれば結構です。	

	

Ｑ２：所属する大学の COI委員会に申告済みですが、貴学会で発表する場合には、貴学会にも

申告する必要がありますか。	

Ａ２：他の団体の COI委員会に申告しているかどうかにかかわらず、当学会にも申告してくだ

さい。	

	

Ｑ３：「事業者」とは、どういうものですか。	

Ａ３：独立して同種の業務を反復継続して行う者を言います。国や地方公共団体は含まれませ

んが、独立行政法人、地方独立行政法人、特定非営利活動法人、公益社団法人、公益財

団法人なども含まれます。営利団体に限りません。	

	

Ｑ４：「その他ア～クに準ずる利益相反」とは、どういうことですか。	

Ａ４：寄附として金１００万円を超える設備などを受領した場合などが考えられます。	

	

Ｑ５：学術集会としては、応募の段階で自己申告書の提出を求める必要がありますか。	

Ａ５：最終的に学術集会において発表する前に自己申告書が提出されていれば足ります。	

	

Ｑ６：COI事項は、演題応募時に申告しなければなりませんか。	

Ａ６：演題応募時に、当学会学術集会のウェブサイト内に設けられた演題応募サイトで COIを

申告できます。演題応募時に申告漏れ等が生じた場合は、学術集会用の COI申告書（様

式１）を用いて、後日、申告していただくこともできます。	

	

Ｑ７：発表者から利益相反に該当するかどうか質問があった場合は、どうすればよいですか。	

Ａ７：COI 委員会にお問い合わせください。ただ、迷ったら記載していただくという方針もよ

いと思われます。	

	

Ｑ８：学術集会としては、自己申告書をいつまで保管しておけばよいですか。	

Ａ８：特に定めはありませんが、１年程度は保管してください。	

	

Ｑ９：申告書を提出しない場合や、虚偽の内容があった場合は、どうなりますか。	

Ａ９：学術集会の大会長は当該研究の発表をさせないことができます。また、事後的に問題と

なった場合に、当該研究の研究者または発表者に説明を求めることができます。基本的

に当該研究の研究者または発表者の自己責任となります。	

以	 上 
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